
1	
© Sensing Asia 2014	


インドネシア�

SAMPLE	


外資規制�

インドネシアでは、多くの業種・業態に対して、様々な外資規制が存在します。	


従って、「ネガティブリスト」等に目を通し、投資を考えている業種が投資規制分野でないことを確認する必要があります。	


	


項目	
 内容	


主な規制	
 投資法	


ネガティブリスト	


禁止業種	
 農業（大麻）、林業、工業（アルコール飲料等）、運輸、情報通信、文化・観光のうち特定の業種	


制限業種	
 !  投資ネガティブリストは、特定の業種につき以下の制限を定める	


• 中小事業・協同組合のために留保される分野 	


•   パートナーシップが条件付けられる分野 	


•   外資の出資比率が制限される分野 	


•   投資ロケーションが限定される分野 	


•   管轄省庁などから特別な許可を要する分野 	


•   アセアン諸国よりの投資で、外資の出資比率および投資ロケーションが制限される分野 	


!  制限業種例示	


• 小売業に対する外国資本による出資は原則禁止	


• レストランの種類等に応じ外資比率は49%に制限	


• 製薬業は、外資比率75%に制限等	


*詳細はJETROサイト参照（http://www.jetro.go.jp/world/asia/idn/）	


その他	
 !  土地所有権はインドネシア人の個人だけに認められる	


　⇒PMA企業（外資出資企業）は、建設権、開発権、使用権等を取得し、事業を行う必要がある	


!  外資規制に関して、明確な解釈、運用が固まっていない点は留意が必要（当局への相談は必須）	


投資奨励政策	
 !  以下のような投資奨励策がある	


• 経済統合開発地域（KAPET）に所在する企業に対する課税等に対する優遇措置 	


• 特定業種・地域への投資に対する所得税便宜 	


• パイオニア産業への投資に対する法人税一時免除（タックスホリデー） 　等	
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インドネシア�

SAMPLE	


⽇日本とのガバナンス⽐比較（1/2）�

最低資本金制度（5,000万ルピー）が存在します	


合併、営業譲渡等の組織再編行為には重大決議（3/4以上の議決権)を要します	


項目	
 インドネシア	
 日本	


公開	
 非公開	
 公開	
 非公開	


根拠法	
 会社法、資本市場法	
 会社法	


最低資本金	
 5,000万ルピー	
 1円	


株主総会	
 最低株主数	
 300名	
 2名	
 各証券取引所の規定による	
 1名以上	


議決権	
 1株1議決権	
 1株1議決権	


召集手続	
 召集通知（14日前）+事前の公表	
 召集通知（14日前）	
 召集通知（14日前）	
 召集通知（7日前）	


召集請求権	
 発行済み株式の10%以上を保有する株主	
 原則、総株主の議決権の3%以
上＋6ヶ月以上継続保有	


原則、総株主の議決権の3%以
上	


定足数	
 普通：過半数	


特別（定款変更）：2/3以上	


特別（組織再編）：3/4以上	


普通、特別：原則過半数	


特殊：原則2/3 

開催時期	
 年に1回（決算日後6ヶ月以内）	
 年に1回（決算日後6ヶ月以内）	
 年に1回（決算日後３ヶ月以内）	


普通決議	
 議決権の過半数	
 議決権の過半数	


取締役の選任・解任	


取締役の報酬	


財務諸表及び利益処分の承認・・・等	


増資	


取締役の報酬	


財務諸表及び利益処分の承認・・・等	


特別決議	
 2/3以上	
 2/3以上	


定款変更、新株発行、減資等	
 定款変更、増資、合併・・・等	


特殊決議	


(重大決議) 
3/4以上	
 3/4以上	


営業譲渡、合併、解散等	
 非公開化等	
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インドネシア�

SAMPLE	


⽇日本とのガバナンス⽐比較（2/2）�

監査役会（コミサリス会）の権限は日本に比して強大です	

取締役の職務執行を暫定的に停止	


定款に規定することで、一定の期間会社の経営を行うことができる等、外資企業は会計監査人の設置が強制されます	


項目	
 インドネシア	
 日本	


公開	
 非公開	
 公開	
 非公開	


取締役会	
 設置義務	
 有り	
 有り	
 無し	


取締役数	
 2名以上	
 1名以上	
 3名以上	
 1名以上	


選任	
 株主総会普通決議	
 株主総会普通決議	


解任	
 株主総会普通決議	
 株主総会普通決議	


報酬	
 株主総会普通決議*1	
 株主総会普通決議(総額）	


定足数	
 過半数	
 過半数	


決議要件	
 過半数*2	
 過半数	


監査役会（コミサ
リス会）	


設置義務	
 2名以上	
 1名以上	
 大会社かつ公開会社は設置強
制	


任意	


会計監査人	
 設置義務	
 設置強制	
 外資企業は設置強制	
 大会社は設置強制	


報酬	
 株主総会普通決議	
 取締役会決議	


被選資格者	
 公認会計士又は監査法人	
 公認会計士又は監査法人	


配当	
 決議機関	
 株主総会	
 株主総会	


会計監査人設置等一定の要件を満たす場合は取締役会	


財源規制	
 税引後の利益に対して払込資本金の20%に達するまで利益準備金
を積み立てる必要あり	


資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の4分の1に達するま
では、配当により減少する剰余金の10分の1の額を積立	
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インドネシア�

SAMPLE	


会計基準とIFRSの⽐比較�

インドネシア会計基準はその多くがIFRSを元に作成されており、IFRSとほぼ同等のものとされています	


PSAK	
 Source	
 項目	


2011/1/1～適用開始（24項目）	


PSAK23	
 IAS18	
 収益	


PSAK48	
 IAS36	
 資産の減損	


PSAK57	
 IAS37	
 引当金、偶発負債及び偶発資産   	


PSAK19	
 IAS38	
 無形資産	


PSAK1	
 IAS1	
 財務諸表の表示	


PSAK2	
 IAS7	
 キャッシュフロー計算書	


PSAK4	
 IAS27	
 連結及び個別財務諸表	


PSAK5	
 IFRS8	
 事業セグメント	


PSAK7	
 IAS24	
 関連当事者の開示	


PSAK8	
 IAS10	
 後発事象	


PSAK22	
 IFRS3	
 企業結合	


PSAK25	
 IAS8	

会計方針、会計上の見積りの変更、誤
謬	


PSAK58	
 IFRS5	

売却目的で保有する非流動資産及び
非継続事業	


-	
 -	
 その他13項目	


PSAK	
 Source	
 項目	


2012/1/1～適用開始（27項目）	


PSAK16	
 IAS16	
 有形固定資産	


PSAK30	
 IAS17	
 リース	


PSAK26	
 IAS23	
 借入費用	


PSAK18	
 IAS26	
 退職給付制度の会計及び報告	


PSAK24	
 IAS19	
 従業員給付	


PSAK46	
 IAS12	
 法人所得税	


PSAK50	
 IAS32	
 金融商品：表示	


PSAK60	
 IFRS7	
 金融商品：開示　	


PSAK10	
 IAS21	
 外国為替レート変動の影響	


PSAK13	
 IAS40	
 投資不動産	


PSAK34	
 IAS11	
 工事契約	


PSAK62	
 IFRS4	
 保険契約	


-	
 -	
 その他15項目	


2013/1/1～適用開始（1項目）	


ISAK21	
 IFRIC15	
 不動産の建設に関する契約	
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インドネシア�

SAMPLE	


インドネシア税制の概要�

留意点	


法人税率	
 25％	


キ 
ャ 
ピ 
タ 
ル 
ゲ 
イ 
ン 
課
税	


株式譲渡損益	


有形固定資産譲渡損益	


通常の所得課税	


※  ただし上場株式の売却は取引価額の0.1%の源泉分離課税（居住者・非居住者問わず。租税条約により免除あり。）	


受取配当課税	


居住者は原則15％で課税	


※  次の全てを満たす場合、源泉税は免除される。①配当が剰余金から支払われる　②25％以上保有株主　③株保有
以外事業活動を行っている	


※  非居住者は20％で課税（租税条約による軽減あり）	


繰越欠損金	

翌5事業年度繰越可能	


※  繰り戻しは認められない。優遇措置により最長10年まで繰越可能	


付加価値税（VAT）	
 標準税率10％	


その他留意点	


"   日イ租税条約により軽減税率あり	


"   連結納税制度はない	


"   不動産以外の譲渡所得は課税されない	


"   税務当局は5年以内であれば納税申告所の更正を行うことができる	


"   税務調査が行われていなければ、納税者は課税年度末から3年以内であれば修正申告書を提出することができる	
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インドネシア�

SAMPLE	


インドネシア雇⽤用法制の概要�

内容	


社
会
保
障	


年金制度	
 確定拠出型の制度。給付は一時金。	


医療制度	
 労働者本人・妻・子供3人まで原則医療費無料	


労働災害補償制度	
 休業・療養・障害・遺族給付あり	


失業手当制度	
 -	


企業年金制度	

DPPK: 事業主が基金を設立。基金が確定給付・確定拠出型のいずれかを選択	


DPLK: 銀行または生命保険会社が年金資産を管理・運用。確定拠出型のみ	


労
務
関
連
規
制	


労働時間	

週6日勤務の労働者：1日7時間。週5日勤務の労働者：1日8時間。週40時間。	


休憩は労働時間4時間につき30分	


時間外労働割増手当	

時間外労働の最初の1時間は通常の賃金の150%、それ以降は1時間あたり200%	


3時間以上の時間外労働を行う場合は、飲食物を提供(金銭での代替不可）	


休日・休暇	

週1日または2日	


有給休暇は年12日	


最低賃金	
 地域別に月額 675千～1,410千ルピア　（日本円で約6,700円 – 14,000円、1ルピア=0.01円で換算） 	


解雇手当	

雇用契約が終了する場合、解雇手当（勤続年数に応じて賃金月額の1-9か月分）、勤続功労給（勤続年数に応じて賃金
月額の2-10か月分）、未取得の有給休暇相当の賃金、採用地への帰郷費、および住宅・医療手当として解雇手当と勤
続功労給の合計の15％、を合算した額を会社が労働者に支払う	


その他留意点	


"   社会保険料（事業主負担分）の合計は、給与の約7% - 12%	


"   解雇手当については、合併、事業統合等において労働者が希望するにもかかわらず解雇する場合には2倍（賃金月
額の4-20か月分）を支払う義務あり	





